
6 款 1 項 3 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

800 800 800 800 800 4,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

回収・再生処理量 t 63.6 70 - 65
項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 3,526 3,125 397 3,125

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 35 95 0 95

人件費 2,847 2,386 397 2,386
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.35 0.30 0.05 0.30
人件費単価 8,135 7,954 7,954

2,386
合計 0 3,220 397 3,220

事業費
直接事業費 714 834 0 834
人件費 2,847 2,386 397

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

農業生産に伴うプラスチック系廃棄物の一括回収・再生処理等を行い、市民生活の環境保全を図る。また、就
農研修資金の償還金を補助することで、担い手不足の解消を図る。

事業の内容

農業廃棄物処理に関する補助事業及び就農研修資金償還免除事業

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業効果は高く、引き続き適正な事業実施に努めるのみである。なお、農業廃棄物処理事業に係る業者選定
手法については、県廃プラ推進協議会等において検討し、今年度から競争原理が働く手法にて実施する予定
である。

事業の対象 伊予市に住所を有する農業者

根拠法令等
伊予市農業及び漁業廃棄物処理事業費補助金交付要綱等

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： ブランド推進課 電話番号（内線）： 983-6350（706）
記入者情報 所属長： 米湊 誠二 担当責任者： 向井 裕臣

事務事業名 農業振興助成事業
予算科目

総合計画での位置付け
産業の振興〜もりもり元気なしごとづくり〜
農業の振興

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

農業廃棄物処理事業においては、今般の農業は施設等を利用した栽培形体が増加しており、そのために
需要も増加傾向にあり、事業効果も高くＪＡと一体となって継続した事業の推進を図っていきたい。また、
就農研修資金償還免除事業については新規就農者への支援策として県との連携のもと今後も継続して
いきたい。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

農業廃棄物処理事業に係る業者選定手法については、県廃プラ推進協議会等において検討し、競争原
理が働く手法にて実施された。事業効果は高く、引き続き適正な事業実施に努めるのみであり認められる
課題はない。また、就農研修資金償還免除事業については、県主導で実施されており、裁量のない経費
の支出事務として課題は認められず、間接的に育成・支援に努めるのみである。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 4

目　　標 100%以上 100%以上 0 0
実　　績 109.6% 102.2% 0 0

成果指標

成果指標
当該年度の農業用廃棄物回収・再生処理量／前年度の農業用廃棄物回収・再生処理量×100　なお、就農研
修資金償還免除事業は、裁量のない経費の支出事務のため指標設定は行わないものとする。

指標設定の
考え方

耕作放棄地が年々増加する中、回収・再生処理を行った農業廃棄物の処理量を昨年度実績と比較すること
で、市民生活の環境保全に寄与する事業効果を測る。なお、就農研修資金償還免除事業は、請求に基づき償
還予定額を支給する裁量のない事務のため、指標設定は行わないものとする。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


